様式第１号（第７条第１項関係）

令和　　年　　月　　日
茨城県知事　殿
所在地
名　称
代表者職氏名

	【連絡先】
	担当者	：
	TEL	：
	E-mail	：
	書類送付先住所:〒
	
	
	
令和６年度中小企業人材育成支援事業補助金交付申請書

令和６年度中小企業人材育成支援事業を下記のとおり実施したいので、補助金を交付されたく、茨城県補助金等交付規則（昭和３６年茨城県規則第６７号）第４条及び令和６年度中小企業人材育成支援事業補助金交付要項第7条第１項の規定により申請します。
記

１　補助金交付申請額等

	補助事業に要する経費（税込）
	円

	補助対象経費（税抜）
	円

	補助金交付申請額　※
いばらきリスキリング推進宣言企業は補助対象経費の２/３（上限１５万円）
上記以外の場合は補助対象経費の１/２（上限１０万円）
	円


※補助金交付申請額に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てとする
[bookmark: _GoBack]
２　経費配分内訳
	経費
区分
	内容
	数量
	単価
（税込）
	補助事業に要する経費(税込)
	補助対象経費(税抜)

	
	
	
	円
	円
	円

	
	
	
	円
	円
	円

	
	
	
	円
	円
	円

	
	
	
	円
	円
	円

	合　計
	円
	円


※交付決定後の経費配分変更は、承認が必要な場合があるので留意すること(第９条第１項）


３　研修等の内容・日程等

	研修の名称及び
研修実施機関等
	参加
人数
	期間

	

	
	令和　年　　月　　日
～令和　年　　月　　日（　　日間）

	

	
	令和　年　　月　　日
～令和　年　　月　　日（　　日間）

	
	
	令和　年　　月　　日
～令和　年　　月　　日（　　日間）



４　研修等と事業計画（または経営革新計画）の関連性
	






５　事業計画
※認証済みの経営革新計画がある場合は、計画（別表１）の写しを添付することにより以下は記載不要
	申請者名・資本金・業種
	既存事業の概要

	事業者名：
資 本 金：
業　　種：
創 業 年：
従業員数：
	

	取組の内容

	該当する目的に丸印を付ける。
１．新分野進出　２．事業転換　３．業態転換　４．事業拡大　５．海外展開　６．生産性向上

	〇新たに実施する事業活動等の内容
（新事業、新商品、新サービスなどの具体的な内容）


※チェックリストに記載の書類を添付すること
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